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０．課程認定申請の要否について
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○課程認定申請は、以下の場合に手続きが必要。
（「教職課程認定申請の手引き（令和８年度開設版）＜本体＞」P２ 抜粋）

申請の要否事 例

○新規に学部・学科等を設置し、教職課程の認定を受けようとする場合①

○
認定を受けている課程を含む学部・学科等を改組し、学部・学科等を設置認可申請によ
り設置する場合で、引き続き教職課程の認定を受けようとする場合

②

△
※１

認定を受けている課程を含む学部・学科等を改組し、学部・学科等を届出により設置す
る場合で、引き続き教職課程の認定を受けようとする場合

③

△
※２

認定を受けている課程を含む大学・学部・学科等を基に、大学・学部・学科等の統合をす
るための設置認可申請を行う場合（学校法人・大学設置分科会の事前相談において、
教員審査の省略が可能となった場合に限る）で、引き続き教職課程の認定を受けようと
する場合

④

△
※３

認定を受けている課程を含む学部・学科等の分離を行う場合⑤

○これまで認定を受けていない学部・学科等に新たに認定を受けようとする場合⑥

○
これまで認定を受けている課程を含む学部・学科等に、新たな種類の免許状の認定を受
けようとする場合

⑦

×学部、学科等の名称のみを変更する場合⑧

×教育課程、教育研究実施組織のみを変更する場合⑨

×公立大学が法人化する場合⑩

※１ 教職課程認定審査の確認事項１（１）③に基づく変更届（本手引き4ページ、114ページ以降参照、以下「変更届⑦」という。）による手続きが可能。
変更届⑦の審査結果が「可」とされた場合は申請不要。変更届⑦の審査結果が「不可」とされた場合は申請が必要。

※２ 教職課程認定審査の確認事項１（１）④に基づく変更届（本手引き4ページ、114ページ以降参照、以下「変更届⑧」という。）による手続きが可能。
変更届⑧の審査結果が「可」とされた場合は申請不要。変更届⑧の審査結果が「不可」とされた場合は申請が必要。

※３ 大学設置認可上の取扱いにより、表の②、③、⑧のいずれかに該当する。

課程認定を受けている学科等
が届出設置等により改組する
場合において、改組前後での
課程が概ね同一と認められ、
かつ基準を満たしている場合
は、改めて課程認定の申請を
行う必要がない
→このことを確認するための変
更届を提出することが可能。
（認定年度の前々年度に提出
締切あり）



１．課程認定の申請に向けてのスケジュール
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１．令和８年度課程認定の申請に向けてのスケジュール

①事前相談について
申請を予定している大学は、必ず事前相談を行ってください。
※ただし、大学院研究科専攻等における専修免許状に関する課程認定申請は任意
 事前相談期間：令和７年１月２０日（月）～３月７日（金）（土日祝日、休日及び特定日を除く）
※例年申請書提出〆切前は非常に混むので、早めに相談を行うこと。

 予約開始：令和７年１月６日（月）午前１０時～
https://forms.office.com/r/Ee3L1pdzH3にて予約 （電話・メールでの予約は行わな

い。）
→文科省の連絡をもって予約確定

 資料提出期限：相談日の１週間前
 提出書類
①様式第２号
②様式第７号ア及びウ
③学則（履修規程等、認定を受けようとする学科等の開設科目と履修方法が分かるもの）
④シラバス（教育の基礎的理解に関する科目等、各教科・領域の指導法、特支に関する科目）
⑤ （教職課程認定基準１０又は１１による申請を行う場合のみ）様式第１０号ア又は様式第１１号ア
⑥ほかに準備ができている課程認定申請書類
※教員の研究業績は足りているか、学科等の目的・性格と申請する免許状との相当関係は
問題ないか、様式第１０号の書きぶりで問題ないか等の課程認定委員会での専門的審議に
係る内容については回答できないので、大学内で検討した上で相談を行うこと。
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②申請書提出

【申請書提出期間】令和７年３月１０日（月）～３月１７日（月）
申請書提出用BOXに関連資料を提出し、提出報告フォームで連絡。
２つの手続きが必要なため、忘れずに行うこと。

提出先BOX：
https://mext.ent.box.com/f/d237c1893ce64370870dd158b2ea4c53
提出報告フォーム：https://forms.office.com/r/5S1jyBRgxr

（留意事項）
・様式は文部科学省ホームページに掲載している最新のものを用いること。

・申請書提出の際、チェックリストやQ&Aを参照の上、資料上に誤りがないか確認する
こと。特に様式第２号及び第４号は誤りが多いので、大学内でしっかりと確認すること。

１．令和８年度課程認定の申請に向けてのスケジュール



２．申請書の作成上の注意

6



7

①様式第４号（履歴書及び教育研究業績書）の作成について

 担当教員が作成する履歴書及び教育研究業績書について、提出
前に形式的な誤りがないか事務局が必ず確認を行うこと。特に執
筆ページや概要が不明瞭の場合、課程認定委員会での審査が不
可能であり、関連業績がない又は判然としないという指摘を受ける
ことになるため留意すること。

 担当教員は担当する授業科目に関連した分野の業績及び実績を
有することが必要である。
（手引き「教育又は研究上の業績及び実績の考え方」参照）

 教育研究業績書の内容が担当する授業で求められる業績に関連
性が薄ければ、課程認定委員会より授業形態の変更（オムニバス
や複数担当）を求めることがあり、課程認定委員会の指摘後、概ね
２週間程度で回答を求めることとなるため、適切な教員が授業を担
当しているか申請書提出前に精査すること。
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①様式第４号（履歴書及び教育研究業績書）の作成について
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【その他の注意点】

 様式の記載上限は６ページまで。

 「著書・学術論文等の名称」欄に記載する区
分は（著書）（学術論文等）（教育実践記録
等）（その他）のみ。独自のものは作らないこと。
※それぞれの区分の内容は手引きを参照。

 「担当授業科目に関する研究業績等」は本人
の活字業績が必要。
実務経験のある教員についても、実践的・実証
的研究成果の発表記録や著作等の活字業績
を有することが必要（手引きの「教育又は研究
上の業績及び実績の考え方」参照。）。

 「概要欄」について、同一の研究業績等であっ
ても、授業科目ごとに関連する箇所が異なる場
合には、「再掲のため、略」とせず、授業科目ご
とに「概要」欄を書き分けること。

①様式第４号（履歴書及び教育研究業績書）の作成について
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②事務的確認において特に多い間違い
＜様式第２号＞

 「一般的包括的な内容を含む科目」が必修又は選択必修科目に位置付けられていな
い、科目名と単位数に下線が引かれていない

 「教科に関する専門的事項」に開設する授業科目について、他学科等の授業科目を
用いる場合、課程認定基準４ー３（２）等で定める上限を超えている

 「教員の免許状取得のための必修科目」で記載している単位数が必要最低修得単
位数を満たしていない

 「大学が独自に設定する科目」の備考の書きぶり及び「他の科目区分の単位数のう
ち最低修得単位数を超えている単位数の合計」が誤っている

 教職専任教員数、単位数の合計が表の合計と合っていない
 中高の教職課程を申請する場合で、「教育の基礎的理解に関する科目等」の様式を
中高でまとめていない、合計単位数などの中高それぞれの内訳を記載していない、各
教科の指導法の教職専任教員数を教科別に記載していない 等

＜教職課程コアカリキュラム対応表＞
 選択科目を対応表に記載している（必修又は選択必修で教職課程コアカリキュラム
を網羅する必要あり。）

 ページ数の記載誤り（一覧表記載のページ番号と対応表のページ番号が異なる。対
応表記載のシラバスページ番号とシラバスのページ番号が異なる。）

 中高で修得科目の組合せが異なるのに対応表を一つしか作成していない
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②事務的確認において特に多い間違い

＜シラバス＞
 オムニバス科目のシラバスにおいて各授業回を担当する教員の氏名を記載していない
 授業計画が漠然としている、又は単語レベルでの記載となっており、教職課程コアカリ
キュラムに対応しているか判然としない

 「科目」欄について、「教科及び教科の指導法に関する科目」の場合に括弧書きで学校
種（中高の場合さらに免許教科）を記載していない

 「施行規則に定める科目区分又は事項等」欄について、中・高と養など事項が異なる場
合に書き分けをしていない

 「施行規則に定める科目区分又は事項等」欄について、教科（領域）の専門的事項を
記載する場合、「施行規則に定める科目区分」（例えば、免許教科「理科」ならば物理
学など）を記載していない

 授業計画について複数の授業回をまとめて記載している
（例：第３回～第１０回 ○○○ ）

 複数の学校種に共通開設された科目であるのに、特定の学校種に偏った授業内容になっ
ている

 「テキスト」、「参考書・参考資料等」のどちらもが「なし」、「未定」
 「教職実践演習」のシラバスの様式は異なるので留意。クラスの受講人数が示されてい
ない。授業内容が演習を中心としていない
（「教職実践演習の実施に当たっての留意事項」を参照）
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②事務的確認において特に多い間違い

＜様式第５号＞
 実習校の学級数の合計が記載されていない
 実習校の学級数の合計が基準を満たしていない
 実習校（教育委員会）からの受入承諾書を添付していない。又は受入承諾書以外の書類
を添付している
※受入承諾書は公印不要、実習校から紙で提出された場合はスキャンしたもので可

＜その他＞
 様式間の記載の不一致（教員氏名、授業科目名称、単位数、必修／選択の別、担当形態な
ど）

 履修規程や学位規程の提出漏れ
※学則に授業科目や学位が規定されていない場合提出が必要

 学則・履修規程等における認定を受けようとする課程の授業科目・単位数（様式第２号
に記載の科目）についての強調（下線や着色等）をしていない。
※着色した場合は、欄外に凡例を示すこと。

 同一ファイル中でページごとの表示サイズが大きく異なっている
 右上に表示するページ番号の表示が小さい、しおりがない



13

申請書提出前に、今一度大学内において、

複数名での確認をお願いします。

チェックリストもぜひ活用ください。

過年度の申請書も参考に
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kyoin/mext_02180.html



３．変更届について
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備考手続提出期限等事項

※変更内容が、免許関連法令、課
程認定基準等を満たしているか、各
大学においてよく確認の上、提出の
こと

変更届
➢手引きP117～

変更予定の教育課程
を実施する前まで
（令和７年4月開始な
ら、令和７年3月末ま
でに提出）

〇通常の変更届等
（※令和７年度変更分）

※課程認定委員会の審査結果に
より、改組前後で同一と認められな
かった場合は、通常の課程認定申
請（令和7年３月）が必要

変更届
➢手引きP１1７～

【締切済】
①令和6年9月末日
②令和6年11月末日

○教職課程認定審査の確
認事項１（１）③又は１（１）
④に基づく変更届
（※R８年度開設分）

※課程認定委員会の審査結果に
より、改組前後で同一と認められな
かった場合は、通常の課程認定申
請（令和８年３月）が必要

変更届
➢手引きP１1７～

【締切】
①令和７年9月末日
②令和７年11月末日

○教職課程認定審査の確
認事項１（１）③又は１（１）
④に基づく変更届
（※R９年度開設分）

当該特例の申請を行う大学（申請
中のものも含む）は、至急教職課程
認定係に連絡すること

随時要相談〇大学設置基準等による
教育課程等特例に関する、
教職課程の変更

３．変更届について － 概要
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○教育課程を変更しようとする場合は、あらかじめ文部科学大臣に届け出なければな
らない（免許法施行規則第２１条第２項）が、毎年複数の大学から変更届の提出漏れ
に関する連絡あり。

○授業科目の新設・廃止、教職専任教員の変更、学科等の名称・入学定員変更、課
程認定の取り下げ等の場合は必ず変更後の教育課程を実施する前年度までに提出
すること（後期から変更する場合は後期の授業が開始するまで）。

○教職課程認定審査の確認事項１（１）③、④に基づく変更届を提出する場合は、課
程認定申請を必要とするかどうかを判断する必要があるため、認定年度の前々年度
に提出が必要なことに注意。（毎年既に提出期限を過ぎた年度の変更届について相
談があるが、一切受付はできない。）

○特に課程認定申請を行う場合及び教職課程認定審査の確認事項１（１）③又は④
に基づく変更届の手続きを行う場合、改組前の学科等に関する課程認定取下届の提
出が漏れていることが多いので注意すること。

３．変更届について － 全般



科目の変更届は、授業科目の改廃だけでなく、開
設方法が変更となるケースも手続を行うこと。

例）・連携開設科目への変更
・共通開設科目への変更 等

→ 科目の開設前に変更届の提出が必要

３．変更届について － その他
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３．変更届について－ 確認事項１（１）③、④に基づく変更届①

18

教職課程認定審査の確認事項１（１）③と１（１）④

１（１）④１（１）③

認可申請（国公私立大学の場合）かつ、
教員審査の省略が認められる場合

既設の大学又は学科等を廃止し、その職員組織等を基に大
学又は学科等を設置する場合であって、大学の設置等の認
可の申請及び届出に係る手続き等に関する規則第２条第５
項又は第３条第６項（第４条において準用する場合を含む）に
該当するもの（国立大学においてこれに準ずる手続きを含

む。）

届出（国公私立大学の場合）

学校教育法第４条第２項第１号及び第３号で
定める事項として学校教育法施行令第２３条
の２第１項第１号に規定する学科の設置（国公
立大学においてこれに準ずる手続（国立大学
の場合は「事前伺い」、公立大学の場合は学
校教育法施行令第２６条第１項による学則変
更の届出）を含む。）を行う場合

「設置申請」の手続

※ １（１）④について、認可申請及び意見伺いの手続により大学や学部・学科等を設置する場合でも、教員審査の省略が認められ
ていない場合は、これに該当しない。認可申請及び意見伺いの手続において教員審査の省略が認められるかどうかを、文部科
学省高等教育局の担当部署に確認すること。（当課では判断できない）

課程認定を受けている学科等が届出設置等により改組する場合において、改組前後での
課程が概ね同一と認められ、かつ基準を満たしている場合は、改めて課程認定の申請を行
う必要がない ➢ このことを確認するための変更届を提出する



・ 学科等を設置（分離）する場合においては、教職課程認定を受けることが原則であるため、教職課程認定審査の確
認事項１（１）③、④に該当する可能性のある学科等であっても、変更届の提出は必須ではない。

・ 審査の結果、変更届による変更が認められなかった場合や、教職課程認定審査の確認事項１（１）③、④に基づく変
更届を提出しなかった場合は、課程認定申請が必要となる。

・ 教職課程認定審査の確認事項１（１）③、④に基づく変更届を提出する場合は、課程認定申請を必要とするかどう
かを判断する必要があるため、認定年度の前々年度に提出。（令和８年度開設の場合は令和６年9月末、11月末締切）

【課程認定委員会による審査】 ※審査の考え方は、１（１）③と１（１）④で同じ

１．従前及び改組後の両方の教職課程において、教職課程認定基準等を満たしている

教職専任教員の配置、授業科目の開設、幼稚園・小学校の課程の「教員養成を主たる目的とする
学科等」、中学校・高等学校等の課程の「学科等の目的・性格と免許状との相当関係」等の基準を
満たしていることが必要。

２．従前と改組後の学科等の教職課程が概ね同一である

学科の分割により授業科目や教職専任教員が大幅に減少する場合、教養学科を専門学科に先鋭
化させる改組を行う場合又はその逆、教職課程において科目名称や授業内容の全面的な刷新を行
う場合等は概ね同一とは認められない。

19

「教職課程が概ね同一」というのは、教職専門科目のみで
はなく、教科専門科目も含めた教職課程全体で判断。

３．変更届について － 確認事項１（１）③、④に基づく変更届②



４．その他
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４．その他 － 「教職課程認定の手引き（令和８年度開設用）」について

21

○本日は、令和８年度開設用の＜本体＞＜別冊＞とも、暫定版を示しており、確定版は令
和７年1月下旬頃にＨＰ掲載を予定。（改めてメールで周知する。）

○「教職課程認定の手引き（令和８年度開設用）＜本体＞」については、例年のスケ
ジュールの他、主に以下の点が修正されている。
・必要提出書類に「申請課程一覧」（Excel）が含まれていなかったため各所に追加。
・「特定分野に強みや専門性を持つ学科等に係る特例に関する申請」を行う場合の提
出書類に、 「申請学科等の強みや専門性を身に付ける活動等に関する概要」を追加。
・申請書のまとめ方について、ｚｉｐフォルダでまとめるよう指示。
・P128「教科及び教科の指導法に関する科目（中・高用）」について、微修正を行うた
め作成例を差替え。（様式差替版は後日ＨＰ掲載予定）

○ただし、＜本体＞に掲載されている課程認定申請のスケジュール感については変更はな
いため、令和８年度に申請を予定している大学については、本日お示しした資料及び手引
きにより、準備を進めていただきたい。

○また、＜別冊＞については、教職課程に係る通知や事務連絡のみならず、教員養成に資
する様々な情報が掲載されているため、大学における教職課程の科目編成の検討にも活
用していただきたい。


